
岡田重美議員の請願への賛成討論 

請願第 1号 「主要農作物種子法に代わる公共品種を守る新しい法律をつくることを求める請願」に

ついて賛成の立場であることから、これを不採択とすべき、とするただ今の産業建設常任委員会委員長

の報告に対して、反対の立場として討論します。 

 

「主要農作物種子法」は昭和 27 年（1952 年）に制定されました。種子法は私たちの主食である稲、

大麦、はだか麦、小麦、大豆の伝統的な日本の種子を国と都道府県が管理し、優良品種を公共品種とし

て安く、安定した供給をしてきました。また、その地域にあった多様な品種の開発、普及を義務付けて

きました。これは日本の食糧自給や食の安全のための当然の規制であったと言えます。こうして日本の

お米の種は 100％自給でき、私たちの安心、安全な食生活が守られてきたのです。 

 ところが政府は昨年 4月、十分な審議もなく、2018年 3月末での廃止を決定しました。 

なぜ重要なこの法律を廃止するのか、その理由として農水省の説明では、「多様なニーズに対応するた

め、民間ノウハウも活用して品種開発を強力に進める必要があるが、都道府県と民間企業の競争条件は

対等になっておらず、今後は民間企業との連携により種子を開発・供給することが必要」だとし、民間

企業の開発した品種の普及を促進することが目的とされています。 

産業建設常任委員会でも、種子法の廃止は「今後わが国の農業の競争力を高めていくためにも、民間

企業が市場参入しやすい環境を整えていくもの」との討論がありました。しかし都道府県の農業試験場

などでの品種改良、品種開発、奨励品種の指定についてはそもそも種子法の規定ではありません。地域

の農業振興のために、気候や風土にあった品種の改良にとりくみ、地域にあう品種を奨励しているもの

であって、民間企業を排除する規定はありません。はからずも民間企業の開発品種が採用されなかった

にすぎず、実際に民間企業開発品種は複数あります。普及品種のうち 12％、44品種がすでに民間企業

により開発されているのです。たとえ民間参入が必要だとしても、法の廃止の理由には足りません。こ

うした不明確な理由による種子法の廃止によって、これまで公的な供給体制で保障されてきたものが失

われ、生産者が安心して種子を使う仕組みが失われてしまうのです。 

 また、種子法が廃止されることにより、価格の高騰が懸念されています。これまで公的支援があった

ため、コシヒカリなどの優良品種は1キロ当たり500円程度と安価に購入することができました。もし、

すべての種子が民間の手でなされるなら優良品種の種も４倍～８倍の価格で販売しなければならない

と予想されています。すでに、民間で販売されている三井化学の「みつひかり」などは、公共品種の 4

倍～7倍の価格で販売されています。 

そして、食の安全も大きな問題です。この種子法の廃止は、遺伝子組み換え種子などを開発するグロ

ーバル企業などの要請に応えたもので、このままでは日本の種子市場が支配され、多国籍企業が開発す

る遺伝子組み換え種子しか選べなくなる可能性が指摘されています。遺伝子組み換え種子は、人間の体

に影響を及ぼし、子どもができない体、 

人間の体の遺伝子に影響を与えてしまいます。 

今県内でも、生産者から種子の安定供給や価格に影響が出るのを懸念する声や、民間企業から種を買

う不安の声も寄せられたことから、県は種子法とほぼ同様の内容を引き継ぐとしています。この県の方

針を後押しするためにも、本請願を採択することが必要です。 

種子法の廃止は、日本がこれまで共有財産として長年守ってきた種子の安定供給を脅かす大変大きな

問題であり、食料問題です。代々受けついできた主食の種を守ることは自分たちの食べる食べ物を守る

ことであり、国を守ること、命を守ること、私たちの子や孫、未来の安心につながるものではないでし

ょうか。 

以上の理由から、本請願に賛成し討論といたします。議員各位におかれましても、ご賛同賜りますよ

うお願い申し上げます。 


